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令和５年度 第１回沖縄県地方創生推進会議 

議事録 

 

 日 時 令和５年８月18日(金) 10:00～11:45 

 場 所 沖縄県教職員共済会 八汐荘 屋良ホール 

 

 出席者    

 会  長    大城 郁寛  琉球大学名誉教授 

        崎間由香子  沖縄県経営者協会女性リーダー部会副部会長 

                              (株)琉球銀行 事務集中部部長 

        親川  進  沖縄県商工会連合会専務理事 

        宮里  哲  座間味村長 

        大城 りえ  沖縄キリスト教短期大学教授 

        慶田 康成  沖縄振興開発金融公庫業務統括部長 

        知花  優  連合沖縄事務局長 

        鈴木 和子  鈴木和子税理士事務所所長 

        山田 一誠  沖縄ＩＴイノベーション戦略センター専務理事 

 (欠席) 

        高崎美奈子  沖縄労働局職業安定部長 

        鯨本あつこ  離島経済新聞社代表 

 

 【事務局】 

  企 画 部 ：武田統括監、武村課長(企画調整課)、宮城副参事(企画調整課) 

         諌山主幹(企画調整課)、大城主任（企画調整課）、 

         平良室長(ＳＤＧｓ推進室)、神谷班長(地域・離島課)、 

  商工労働部 :兼島班長(産業政策課)、大城班長(労働政策課)、 

         下地班長(ＩＴイノベーション推進課)、 

         仲村班長(ＩＴイノベーション推進課)
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１ 開  会 

【事務局 大城主任(企画調整課)】 

 定刻となりましたので、これより令和５年度第１回沖縄県地方創生推進会議を開会いた

します。 

 初めに、本日の配付資料の確認をお願いいたします。 

 本日の配付資料は、次第、配席図、委員名簿。 

 資料１：地方創生関連交付金事業の効果検証について。 

 資料２：令和４年度地方創生推進交付金事業効果検証一覧。 

 資料３：令和４年度地方創生推進交付金事業について。 

 資料４：重要業績評価指標(ＫＰＩ)の設定及び成果。 

 資料５：デジタルの力を活用した地方創生について。 

 資料６：企業版ふるさと納税の活用状況等について。 

 となっております。資料はおそろいでしょうか。 

 本日、山田一誠委員はオンラインでの御参加となっております。また高崎委員、鯨本委

員は所用により御欠席となっておりますので御了承ください。 

 それでは、会議の開会に当たり、沖縄県企画部企画調整統括監の武田より御挨拶を申し

上げます。 

２ 開会あいさつ 

【事務局 武田企画調整統括監】 

 皆さん、おはようございます。企画調整統括監の武田でございます。委員の皆様におか

れましては、御多用のところ、御出席をいただき感謝を申し上げます。 

 御承知のとおり、人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力ある社会を構築する地

方版総合戦略として「沖縄２１世紀ビジョンゆがふしまづくり計画」を策定し、県におい

ては様々な取組を展開しているところです。 

 御案内のとおり、本日の議事では、この計画に基づいて展開している施策のうち、国の

地方創生推進交付金を活用した令和４年度の取組について担当部局による事業評価の御検

証をお願いすることとしております。 

 一方で、昨年12月に国においてはデジタルの力を活用した新たな総合戦力として、いわ

ゆるデジ田国家構想総合戦略というものを策定しております。このため、県においても国

の総合戦略を踏まえて、デジタルの力を加えて新たにゆがふしまづくり計画の改訂作業を
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現在進めているところです。 

 その計画の改訂素案については来月以降、また新たにこの会議を開催した上で委員の皆

様に御審議をしていただくこととしておりますが、本日はこれに関連した報告事項として、

後ほど山田一誠委員より、デジタルの力を活用した地方創生についても御紹介いただくこ

ととしております。そのほか、地方版ふるさと納税の活用状況についても御報告する予定

としております。 

 本日の会議が実り多いものとなりますよう、委員の皆様の忌揮のない御意見をぜひとも

お願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

【事務局 大城主任(企画調整課)】 

 武田統括監、ありがとうございました。 

 これより議事の進行は大城会長にお願いしたいと思います。よろしくお願いします。 

【大城会長】 

 皆さん、こんにちは。御無沙汰しております。この会議は、沖縄県総合戦略策定推進に

関する事項を調査、検討することになっております。本日の議題は１つだけでして、令和

４年度地方創生関連交付金事業の効果検証について、効果があったかなかったかどうかで

す。この推進会議の了承を得ないと国には提出ができないということで、この推進会議で

諮ることになっております。 

 それから今日は武田統括監から説明がありましたように、山田委員は台湾に出張中とい

うことですが、台湾からデジタルの力を活用した地方創生について10分間お話をしていた

だくことになっております。山田さん、どうもありがとうございます。 

【山田委員】 

 よろしくお願いします。 

【大城会長】 

 それでは早速、会議に移りたいと思います。今回から新たに慶田委員、それから知花委

員に御参加をいただいております。２分程度ひと言御挨拶をいただいてよろしいでしょう

か。 

【慶田委員】 

 ただいま御紹介をいただきました沖縄公庫業務統括の慶田でございます。 

 実は私、この会議に非常に思い入れがありまして、平成に立ち上がった当時、県の担当

者は２人ほどいまして、その方々と一緒に、事務方の席で島袋秀樹さんなどと一緒にやっ
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た記憶があって非常に思い出深い委員会で、当時から変わっていないのは大城先生と宮里

村長かなと、昨日、ひっくり返して当時の資料を見ました。 

 沖縄公庫はもともと沖縄に特化した政策金融ですので、そういう意味では、沖縄県の場

合は地方創生の戦略に先立って人口増計画をつくっていましたので先取りしているかなと

私は受け止めていますが、そのあたりについては、私どもは沖縄に特化した政策金融とい

うことで、親川専務理事がいる商工会とか、あとは地元行の皆さんと連携しながら、また

事業の皆さんとも連携しながら、いろんな形で地域のためにというところで日々努めてい

るところでございます。 

 実は、私どもは2007年に地域振興班を立ち上げていまして、こちらは主に自治体の御支

援をするという先端部署でございます。41市町村のうち26市町村と助言協定を締結させて

いただいており、いろんな自治体のプロジェクトを事業化するというところで、少しお手

伝いをさせていただいています。特にＰＰＰ／ＰＦＩはここ数年、各自治体とも大変盛り

上がっていまして、こういうところもお手伝いしながら、沖縄の41市町村が活力ある稼ぐ

力がつくような地域になっていくことを、この委員を通してもお手伝いできればなと思っ

ていますのでよろしくお願いいたします。以上でございます。 

【大城会長】 

 ありがとうございました。知花さん、お願いします。 

【知花委員】 

 連合沖縄事務局長の知花です。まだ事務局長に就任して１か月もたっていない中での新

任ということでこの場に来させていただきました。 

 送られてきた資料をいろいろと目を通しながら労働組合の代表としてどういう意見がで

きるのかなということもみていきました。そういった中でいろいろな事業をされているこ

とが分かりまして、特に働きやすい環境づくり推進事業というものにはちょっと興味があ

るなと思っておりますので、今日は本当に初めてでまだ事業の内容もほとんど分からない

状況なのですが、勉強しながらこれから少しでも役に立てるように頑張っていきたいと思

いますのでよろしくお願いします。 

【大城会長】 

 知花委員、どうもありがとうございました。 

２ 議  事 

(1)平成４年度地方創生関連交付金事業の効果検証について  【資料1～資料4】 
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【大城会長】 

 それでは、次第に沿って議事を進めてまいります。議事の１つ、令和４年度地方創生関

連交付金事業の効果検証についてです。これについては、目標が非常に長期の時間を要す

るのですが、事業自体は３年で閉じるということで、評価の方法についてＫＰＩの設定だ

と思うのですが、その辺に課題も抱えております。それについては、令和７年度から始ま

る新たな計画も考慮に入れるということであります。その辺を皆さんの御了解をよろしく

お願いします。 

 それでは、事務局から説明をお願いします。 

【事務局 宮城副参事(企画調整課）】 

 企画調整課の宮城と申します。時間がかかりますので座って説明させていただきます。 

 今日は新たな委員もいらっしゃいますので、地方創生推進交付金についておさらいをし

たいと思います。地方創生につきましては、東京一極集中を是正し、地方の人口減少に歯

止めをかけ、日本全体の活力を上げることを目的とし、国の政策として平成26年度から取

り組まれているところです。このような中、国においては地方自治体における地方創生の

取組を支援するため、平成28年度から補助率２分の１の地方創生推進交付金を創設してお

ります。地方創生推進交付金の今回の効果検証につきましては、前年度に実施した事業を

担当部局において自ら事業評価を行い、これを皆さん、外部有識者会議に検証していただ

いて、効果的であったかなどについて国へ報告することとなっております。 

 なお、令和５年度からはこれまでの地方創生推進交付金などをデジタルシフトし、デジ

タルを活用した地域の課題解決や魅力向上の実現に向けて自主的、先導的な取組を支援す

るデジタル田園都市国家構想交付金という名前の交付金を創設しているところであります。 

 では、効果検証について資料１を御覧ください。Ａ４の縦のものになります。 

 まず交付金を活用し、実践した事業については、事業効果をはかる観点から事業ごとに

ＫＰＩ、重要業績評価指標を設定しており、事業の評価に当たっては、各事業で設定した

このＫＰＩの達成状況や事業の実施状況などを総合的に勘案して評価することとしており

ます。 

 各事業で設定したＫＰＩにつきましては、３の(1)にありますように、事業効果区分と判

定基準に基づいて事業に効果があったか、またはなかったかなどの詳細区分となっており

ます。その判定基準については以下の４つの段階を用いることとなっております。 

 ①地方創生に非常に効果的であった。これは判定基準として全てのＫＰＩが目標値を達
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成するなど大いに効果が得られたとみなせる場合となっております。 

 ②地方創生に相当程度効果があった。これは判定基準として一部のＫＰＩが目標値に達

成していなかったもののおおむね成果が得られたとみなせる場合となっております。 

 ③地方創生に効果があった。これは判定基準としてＫＰＩの達成状況は芳しくなかった

ものの事業開始前よりも取組が前進、改善したとみなせる場合となっております。 

 最後に④地方創生に対して効果がなかった。これは判定基準としてＫＰＩの実績値が開

始前より悪化した、もしくは取組として前進・改善したとは言い難い場合となっておりま

す。 

 続きまして資料２、Ａ３の横長のものを御覧ください。令和４年度に沖縄県が実施した

地方創生交付金事業は御覧の５つの事業となっております。この後、各担当課から各事業

ごとに内容を御説明いたします。 

 最後に資料３及び資料４については、この資料２の各事業についての詳細な補足資料と

なっております。資料３の地方創生推進交付金事業については、各事業のスキームの詳細

を資料４、重要業績評価指標(ＫＰＩ)の設定及び成果、各事業のＫＰＩの推移に関する資

料となっております。 

 以上で説明を終わります。 

【大城会長】 

 説明どうもありがとうございました。 

 事務局から説明がありましたとおり、本会議では地方創生推進交付金事業が非常に効果

があったのか、相当程度あったのか、効果があった、または効果がなかった、いずれかを

報告することになっております。 

 交付金事業の各担当課から今から説明をしていただいて、その後、質疑応答を行った上

で事務局が出した評価について委員の皆さんの意見を伺いたいと思います。 

それでは、説明よろしくお願いします。 

【事務局 兼島班長(産業政策課）】 

 おはようございます。沖縄県産業政策課の兼島といいます。 

 まず事業の報告について、プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業についての御説明

をいたします。座って説明します。 

 資料３の詳細な事業内容のスキームを御覧ください。資料３の１ページ目になります。 

 プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業は、令和４年度から６年度の３年間をかけて
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実施することとしております。 

 令和４年度の実績額としましては4188万7000円となっております。 

 この事業の目的は、県内企業に対して経営課題の解決や成長戦略を具体的に進める優秀

な人材、外部人材を積極的に活用していこうと、県外から呼んで活用していこうというこ

とを通じて企業の生産性の向上を図ることを目的にしております。 

 その中身としましては、県内にプロフェッショナル人材戦略拠点を産業振興公社に設置

をしまして、県内の中小企業等への訪問等を通じて経営課題の掘り起こしや課題解決に必

要な外部人材とのマッチングを行う拠点の設置運営となっております。 

 今回、このプロフェッショナル人材戦略拠点には４名の専門員を配置しまして、企業へ

の訪問や企業との面談を通じた、企業の課題解決にどういった人材が必要なのかを面談を

行い、明らかにしていきながら、この企業さんに最も相応しい人材を全国から探してくる

という支援を行っているものであります。 

 同時に、県内の金融機関さんや産業支援機関、商工会議所、地元地域の支援機関とも連

携しながら、場合によっては企業さんが困っていることが融資をすれば解決するとか、人

材以外の経営課題もかなり多く出ているところですので、いろいろな支援機関さんと連携

しながら企業さんの人材マッチングをしているところになっています。 

 資料４を御覧ください。今回、ＫＰＩとして４つほど項目を設けていまして、まず１つ

目が地域の企業に対する副業・兼業を含めた人材マッチングの成約件数です。こちらは令

和４年度の目標が10件に対して実績が13件となっております。 

 続いて２番目のＫＰＩとしては、内数ですが、マッチング成約件数のうち兼業・副業の

マッチング件数もありまして、こちらが２件の目標に対して７件の実績となっております。 

 ３番目が地域企業の経営課題に関する相談受付の数です。実際に相談があった数です。

ＫＰＩとしては102件を予定していたところ、実績としては144件になっております。 

 最後が相談受付数のうち地元金融機関との連携で獲得した相談受付数、地域との金融機

関と連携状況をはかる指標としてこの指標を設定しておりまして、こちらは昨年度の６件

の目標に対して９件の実績となっております。 

 この事業としましては、全てのＫＰＩについて100％以上の実績があったところですので、

私どもとしましては地方創生に非常に効果があったと考えております。 

 なお、この事業については東京を除く全国で実施されている取組ですので、指標の設定

においては全国のＫＰＩも参考にしながら沖縄県も設定している中で、全国でも年々、Ｋ
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ＰＩが増加していく流れがあるようですので、沖縄県もそこの部分は年々目標値も毎年増

やしていく方向でこの事業を進めていけたらと考えております。 

 ちなみに、令和５年度は、ＫＰＩは26件の成約件数に対して、現時点の７月時点では14

件の成約状況になっているところです。 

 副業人材についても５件の目標ですが、既に12件の目標達成の状況になっています。 

 また、相談件数も128件の目標に対して既に80件ほどいただいておりますので、このあた

りは地元企業との連携も含めて順調に進めば今年度も目標達成できるのかなと考えており

ます。 

 説明は以上になります。ありがとうございました。 

【大城会長】 

 どうもありがとうございました。では、次の説明をお願いします。 

【事務局 平良室長(ＳＤＧｓ推進室）】 

 企画調整課のＳＤＧｓ推進室の平良と申します。引き続き座って御説明させていただき

ます。資料２と資料３を中心に御説明させていただきたいと思います。資料３の２ページ

を御覧いただければと思います。 

 事業名が長いタイトルになっていますけれども、省略して、「沖縄県ＳＤＧｓ未来都市モ

デル事業」としております。 

 バックグラウンドとしては令和３年度に沖縄県が「ＳＤＧｓ未来都市」に国から選定さ

れたところからこの事業が始まっております。 

 令和３年度は、その未来都市選定に係る補助金が令和３年度限りであり、そちらの補助

金で事業を開始しました。令和４年度からそれを継承する形で３年間の交付金の計画を立

てさせていただいております。 

 前提として、本日の交付金、ゆがふしまづくり計画の推進の観点で事業の位置づけを整

理させていただくと、ゆがふしまづくり計画、地方創生の取組の全体を加速するために、

ＳＤＧｓの理念を踏まえて多様な関係者と連携していく、もしくは参画を促進していく、

そういう位置づけがございます。 

 そういったところを踏まえまして、ＳＤＧｓの観点から県庁だけではなく、市町村、企

業、もしくはＮＰＯ法人等も含めて様々な参画を促進していきたい。そこを目的とした取

組となっております。 

 この資料３の２ページの目的にございますけれども、「おきなわＳＤＧｓアクションプラ
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ン」も令和４年度に策定させていただきました。これは様々なステークホルダーとＳＤＧ

ｓの観点、地方創生の観点でどういう取組をしていくべきかという観点から39の目標と59

のＫＰＩをアクションプランとして設定しております。 

 そのアクションプランに基づいて具体的な取組を推進していくため、いろいろな方々が

情報を共有して連携を促進していくための支援体制も含めてプラットフォームを立ち上げ

る。そこが事業のメインストリームになっております。 

 その中で、昨年度の取組として、プラットフォームを立ち上げたところでございます。 

 加えて、ＳＤＧｓを推進する企業・団体を登録する制度、これは「おきなわＳＤＧｓパ

ートナー」と呼んでおります。この登録制度に加えて、さらにしっかりとＳＤＧｓに取り

組んでいる企業・団体を沖縄県が認証する新たな認証制度も昨年度に議論させていただき

ました。その成果を踏まえて、今年度に実装いたしまして、７月末から募集を開始してい

るところでございます。 

 令和３年度からの事業の継承の一環としまして、「ＥＶカーシェアリング導入実証事業」

も加えて推進しているところでございます。 

ＫＰＩの状況につきましては、大変恐縮ですが、資料２を御覧いただければと思います。 

 資料２、Ａ３の横紙でございます。１ページ目の中段の(2)沖縄県ＳＤＧｓ未来都市モデ

ル事業となっております。こちらはＫＰＩを２つ選定させていただいております。縦の中

ほどになります。まず１つはＳＤＧｓに取り組む県内企業等の登録・認証件数を含めて、

ＳＤＧｓに参画していただいている企業・団体の規模感をＫＰＩとして設定しております。 

 目標値としましては、当初、現状値としては312団体、これは当初の登録制度の登録団体

数でございます。令和３年度末に312団体でございました。令和４年度は100団体ぐらい増

えるだろうという目標を設定して412団体とさせていただいておりました。 

 企業・団体の皆様の関心が非常に高く、登録件数は大幅に伸び、倍の850団体に増加して

おります。そのため目標を達成しているという評価をさせていただいています。 

 もう１つ、県内ＥＶカーシェアリングを実施している自治体数は、我々のＥＶカーシェ

アリングの取組のさらに成果を活用して様々な自治体の皆さんに御活用をいただくことを

目標にさせていただきました。当初は県内で１団体、名護市で実施しており、スタート段

階ですので目標値は３団体が増えてくるだろうと想定していましたが、結果として２団体

となっております。 

 バックグラウンドとしまして、昨年度、電気自動車については、レアメタルの調達が非
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常に困難ということで、納品ができない状況がございました。国としてはＥＶカーシェア

リング、自治体のシステム導入の補助金等も設置して加速する動きがありまして、我々も

国の補助金の紹介を市町村向けに説明させていただきました。市町村向けのアンケートの

結果を踏まえると、関心を持っていただいていて、今年度に実装する自治体も幾つかある

と聞いているところでございます。 

 そういう意味では、ＫＰＩの数値としてはあまり効果が見られないのですが、状況とし

ては県内の市町村も含めて非常に関心が高まりつつあることと、実際に現状としては実装

の動きもあること、自治体の中でこういった取組を実装するに当たって、予算措置等を含

めて一定の時間がかかることもございますので、そういう観点と、上記のＫＰＩ登録・認

証件数の評価とあわせまして、事業効果の評価としては一定程度効果があったという評価

をさせていただいているところでございます。こちらがＫＰＩの御説明でございます。 

 資料３に戻っていただいて３ページ目を御覧いただければと思います。こちらは本日の

委員の皆様にお諮りしたいところでございます。ＫＰＩの変更についてということで、資

料をまとめております。 

 説明させていただいたＥＶカーシェアリングの自治体数の件でございます。この取組は

交付金を活用した取組ではなく、県の一般財源を活用した自主的な取組として展開してお

ります。令和３年度からの流れもあって、このＫＰＩを設定させていただいた経緯がござ

いますが、先ほど御説明したとおり、この交付金事業の基本的な趣旨としましては、ゆが

ふしまづくり計画を加速していくため、様々な関係者に参画、連携していただくため、お

きなわＳＤＧｓプラットフォームとして、昨年度につくった枠組みを活用したＳＤＧｓ、

地方創生に係る様々なプロジェクト、取組を促進していくこととしています。 

 そういった意味で、ＥＶカーシェアリングのＫＰＩ自体が当事業の本質的な効果をはか

るものになっていないという認識をもっており、年度途中ではあるのですが、ＫＰＩを変

更する必要があると考えております。今年度からプラットフォームを活用して様々な連携

プロジェクトを創出する枠組みをつくる予定でございますので、プラットフォームに登録

している、もしくは登録・認証制度に登録している企業数だけではなくて、新たなＫＰＩ

として、地域課題の解決に向けたプロジェクトの数という形で、実質的に交付金事業の取

組の効果を検証できるＫＰＩに変更できないかなと考えております。そういった考え方に

ついて合理的かどうか本日、委員の皆様にお諮りし、御意見をいただきたいと考えている

ところでございます。我々からの御説明は以上でございます。 
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【大城会長】 

 どうもありがとうございました。それでは、次の説明をよろしくお願いします。 

【事務局 大城班長(労働政策課)】 

 労働政策課の大城と申します。引き続き座って説明をさせていただきます。私からは３

番の働きやすい環境づくり推進事業について御説明を申し上げます。事業概要につきまし

ては、資料３の４ページを御覧ください。 

 本事業の目的は、４の(1)従業員が安心して働き続けることのできる職場環境を整備し、

労働者の福祉の向上及び就業者の定着率の向上を図るものです。事業内容といたしまして

は、１つが企業へのアドバイザー派遣です。従業員のワーク・ライフ・バランスに取り組

む意欲がある企業に対し、社労士等のアドバイザーを派遣し、企業内のニーズに合ったワ

ーク・ライフ・バランスの取組。具体的には育児や介護との両立を図るための企業の就業

規則、休暇制度等の見直しや生産性向上のための仕組みづくりなどをアドバイスしていく

ものになっております。 

 ２つ目に、企業向けセミナー開催によってワーク・ライフ・バランスに関する最近の法

改正等の周知・啓発を行っております。また、ワーク・ライフ・バランス企業認証制度に

ついても周知・啓発し、認証要件を満たす場合は認証を進めているところです。 

 本事業のＫＰＩ設定につきましては、資料４を御覧ください。 

 ＫＰＩは３つ設定しております。１つは、ワーク・ライフ・バランス認証企業数となっ

ております。当初値は100者認証されておりまして、令和４年から６年の３年間で毎年９社

ずつ増加することを目標としておりますが、令和４年度は６社の増加となって達成率は

66.7％となっております。 

 ２つ目が県内企業における男性の育児休業取得率となっております。県の労働力実態調

査による当初値は18.5％で、同じく目標値としては令和４年から令和６年の３年間で３％

ずつの増加を目標としておりますが、令和４年度につきましては、16.4％増加しまして、

達成率は546.7％となっております。 

 ３つ目が県内企業における付加価値労働生産性というものです。付加価値労働生産性と

いうのは、県民経済計算の実質県内ＧＤＰ、実質県内総生産を分子とし、分母に従業者数

を掛ける月間労働時間を掛けたものを分母として割り算をして算出したものでございまし

て、ＫＰＩの当初値は3,727円、令和４年から令和６年の３年間で毎年２％ずつの成長を見

込んで１年目は74.50円の目標としておりましたが、実績値としましては－293.9円となり、
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達成率が－394.5％となっております。 

 事業の効果の評価といたしましては、資料２を御覧ください。ＫＰＩのうち、男性育休

については目標を達成し、企業におけるワーク・ライフ・バランスの実現を支援すること

ができておりますが、一方で人手不足等々により休暇中の代替要員の確保が困難であった

り、あるいは実労働時間の増加幅が大きかったりということがあり、認証企業数と付加価

値労働生産性が下がってしまい、課題といたしましては、業務効率化の一層の促進が課題

と認識しているところです。 

 事業効果としましては、③と評価しているところです。今後は業務の効率化の観点を加

えて、ワーク・ライフ・バランスと生産性向上の両立を図る取組を一層支援してまいりま

す。以上です。 

【大城会長】 

 どうもありがとうございました。それでは、次の説明をよろしくお願いします。 

【事務局 神谷班長(地域・離島課)】 

 続きまして地域・離島課でございます。資料３と資料２に基づきまして御説明をしてい

きたいと思います。よろしくお願いいたします。まず資料３の５ページをお開きいただき

たいと思います。 

 離島・過疎コミュニティビジネス支援事業を行っております。 

 まず事業概要としまして、離島や過疎地域における住民サービスの維持や産業の振興に

おける雇用創出など持続的な地域コミュニティの維持・再生のため、地域住民の創意工夫

によるコミュニティビジネスの構築を支援することを目的としております。 

 通常のビジネスと違いまして、この離島・過疎地域のサービスの維持を目的としたビジ

ネスを県として支援をしていく事業になってございます。 

 続きまして内容でございます。コミュニティビジネスの構築に向けて将来性や発展性等

のある団体を先導モデル団体として、その活動経費を補助事業で支援します。併せて、そ

の活動に対する経営改善に係る相談内容や事業計画・収支計画の策定支援について、専門

家による助言、専門のコンサルによる指導等を行ってまいりました。 

 令和４年度の取組としましては、県内の市町村担当者や区長会等で事業説明会を行いま

した。そこから興味のある区に赴きまして、いろいろ御説明をいただきまして、それで実

際に手を挙げてきた団体が６団体ございました。このコミュニティビジネスの推進会議の

結果、推進会議で３団体の支援が決まりました。 
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 その後、具体的な支援の中で、コミュニティビジネスの推進会議の推進委員の方も実際

の現場に赴きまして、そこでいろいろ現場を確認しまして、指導等も行っていただいてお

ります。 

 ６ページ目をお開きいただきたいと思います。この３団体については令和５年度も引き

続き支援を行っていきます。今年度は５団体への支援を予定しておりまして、令和４年度

と令和５年度を合わせたトータルのＫＰＩの目標値はクリアできるものと考えております。

以上が資料３の御説明になります。 

 資料２の２ページをお開きいただきたいと思います。上の最初のほうですが、中ほどの

ＫＰＩは４つございます。コミュニティビジネスによって生まれた雇用数が目標値４に設

定させていただいたのですが、先ほど申し上げたように、昨年度は３団体を採択して実績

としては３となってございます。 

 それからサービスの利用者数が増加した団体数ということで、こちらも同じく３という

ことになってございます。下の２つ、コミュニティビジネスを構築した件数、先導的モデ

ルの事例や支援ノウハウについて横展開を図るためのシンポジウムの入場者数、この２つ

につきましては、令和４年度の目標設定はしておりませんので０となってございます。 

 事業効果の説明でございますが、先ほども少し申し上げましたけれども、市町村の担当

者や支援する区長に説明を行ってまいりました。応募があったのが６団体だったのですが、

その中でどうしても支援するには時期尚早の団体もございましたので、結局は３団体に絞

り込まれました。結果、国頭村の安波区、与那区、大宜味村の謝名城区の計３地区が今回

の支援とさせていただいております。それからコンサルから持続的な支援と、推進会議の

有識者の委員の方にも出向いていただきまして、そこでいろいろ技術的な支援等も行って

ございます。 

 この支援に当たりまして、区の方に集まっていただいて会議等もしていただきました。

その中で区の合意形成を図って意思決定をしていただきました。ただ財務的に結構専門的

なものもあったということで、その辺の整理に結構時間を要してしまいました。 

 課題を踏まえた今後の対応方針ということで、事業計画・収支計画を含めた補助申請書

の作成支援を早期に行い、令和５年度上半期で補助金の交付金決定を行えるよう、計画的

な事業執行に努め、十分な事業活動期間を確保していきたいと考えております。前年度は

最初の事業だったということもあり、準備時間を要し、スタートが若干遅れてしまったこ

とがございます。令和５年度につきましては、そういうことがないように、去年に比べま
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すと早い時期からのスタートしております。申請書の書き方については、地域の方は不慣

れな方も多かったものですから、その辺はコンサルのほうが補助をして、申請書の整理も

していただきました。 

 戻りまして事業効果は②とさせていただいております。目標値に対して実績値が下回っ

ていると、これはどうしても採択された件数、団体数が少なかったこともございます。た

だ実際に採択された団体につきましては、事業効果があったと考えておりますので②とさ

せていただいております。 

 地域・離島課からの説明は以上になります。よろしくお願いいたします。 

【大城会長】 

 どうもありがとうございました。それでは、最後の報告をよろしくお願いします。 

【事務局 下地班長(ＩＴイノベーション推進課)】 

 続きまして商工労働部のＩＴイノベーション推進課から説明させていただきます。下地

と申します。資料３の７ページを御覧ください。 

 事業名としてデジタルリテラシー強化・ワーケーション活用型ＩＴ活性化事業、少し長

いのですが、実はこの事業は、細事業的に２つで構成されております。 

 １つずつ説明していきたいと思いますが、まず①産業人材デジタルリテラシー強化事業

になります。期間と事業費は御覧のとおりです。事業の目的として、幅広い業種の従業員

等を対象に、デジタル技術の活用の基礎的な知識の習得のためのセミナーを開催すること

で、一般の従業員の方の日常業務でデジタル技術を使いこなすスキルをアップさせようと、

従業員の皆さんのデジタルスキルが上がることで、全産業における企業のデジタル化、Ｄ

Ｘの推進の基盤となるところをつくっていこうというのがこの事業の目的になっています。 

 内容としまして、幅広い業種の従業員の方を対象に、日常業務で使えるような、ここで

はローコード・ノーコードと書かせていただいていますが、ＲＰＡなど、これに限らず日

常業務で例えば無料で結構簡単に使えるデジタルツールがあることを紹介しながら、その

基礎的な知識、それから実際に動かしてみるところまでをやるような内容になっています。 

 令和４年度の具体的な取組としまして、やり方としては、やはり受講者のリテラシー度

合い、技術、知識の度合いも千差万別なところがあるだろうということで、その度合いに

応じてやっていこうということで、３つぐらいの層に分けてやっています。デジタル技術

に対する苦手意識、まだまだアナログというか、紙ベースでやっていることが多い方に対

してデジタルの苦手意識を克服していただくような基礎セミナーが１つ目。それから様々
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なデジタルツールがありますが、これを通常の業務で例えばオフィスソフトぐらいは普通

に使えるけれども、それ以上のデジタルツールがまだまだという層に対して便利なデジタ

ルツールを紹介しながら技術やノウハウを紹介するデジタルリテラシーセミナーが２つ目。

それから知識を得た上で実際に動かしてみましょうというところで具体的な活用スキルを

習得するためのデジタル利活用講座と、この３段階に分けて実施させてもらっています。 

 実際の実施結果というところで効果も含めていきたいのですが、資料２の２ページに移

ります。下段の(5)にございますが、細事業、２つに分かれていまして、その１つ目、(5)

のうちの上のデジタルリテラシー強化事業の真ん中あたりに指標を掲げています。 

 指標として２つありまして、デジタルリテラシーに関する講座の受講者数が１つ。それ

からアンケートの結果、自社の取組等に有益であると答えた結果の割合を挙げさせてもら

っています。 

 目標値としては、受講者数年間200名に対して実績値としては387名になっています。内

訳としまして、基礎セミナーは計５回、88名の受講、２つ目のデジタルリテラシーセミナ

ーについては計９回、154名、３つ目のデジタル技術利活用講座については計９回、145名

と、トータルで387名の受講をいただいているところです。 

 それから２つの指標としては、アンケート結果の有益と答えた割合60％という目標値に

対して実績値としては94％が有益と答えていただいています。内訳としては「非常によか

った」「とてもよかった」「まあまあよかった」まで含めて94％の結果になっております。 

 この後、もう１つのワーケーション活用型IT活性化事業もありますので、トータルで事

業効果ははかるわけですが、基本的には残りの指標も含めて当初目標としていた数値を上

回っておりますので、事業効果としては①の効果があったとさせていただいているところ

です。 

 それから課題、今後の取組のところですが、このリテラシー強化事業がうまくいくため

には、従業員の皆さんのニーズに沿った形でいかにつくれるかが大事かと考えています。

ですので、今年度も走っていますが、その講座をつくる前に、今現在、アンケートをやっ

ております。いろいろ業界団体へのヒアリングも含めて、一般の従業員の方へのアンケー

トを実施しておりまして、今は集計中になっていますが、ニーズをしっかり踏まえた上で

毎年、カリキュラムを構築して実施することでしっかりとニーズに合った形で皆さんに講

評をいただいて、受講者も増え、それで内容的にも満足というところにつなげていきたい

と考えております。 
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 あと１つは自走化というものが、３年間の計画でやる事業ですが、そのままずっと補助

を受けながらではなくて、なんとか自走化する形にもっていきたいと考えておりまして、

これもヒアリングやアンケート等の中でも自走化に向けて、また一般的な研修講座とどう

差別化を図るのか、あるいは費用感をアンケート等も含めまして把握していきながら検証

していきたいと考えているところです。 

 まず１つ目の産業人材デジタルリテラシー強化事業の御説明になりました。引き続きも

う１つ目の事業を説明します。説明者を替えます。 

【事務局 仲村班長(ＩＴイノベーション推進課)】 

 引き続きまして資料３の９ページを御覧ください。先ほど御案内のありましたように、

デジタルリテラシー強化・ワーケーション活用型ＩＴ活性化事業の中の細事業の２つ目、

ワーケーション活用型沖縄ＩＴ活性化事業について御説明をさせていただきます。同じく

ＩＴイノベーション推進課の担当、仲村です。よろしくお願いします。 

 まず事業の概要の部分になりますが、近年、普及が進んでいるワーケーションを活用し

た事業になります。また、このワーケーションについては県内ではコワーキングスペース

が実施場所となっており、内閣府の設置の補助等もあって県内でも宿泊施設や商業施設の

中に設置が進んできている状況があります。また、特にその中でもＩＴ企業はテレワーク

と馴染みやすい業種ですので、そういったことで沖縄のコワーキングスペースにワーケー

ションで来訪する県内ＩＴ企業の方々、人材の方々と県内ＩＴ企業、またはＩＴ以外の他

産業、さらには学生なども含めてそういった方々の交流を促進することで、県内企業や人

材の高度化、多様化などにつなげていこうという事業になっております。 

 (2)にもありますが、具体的には沖縄県内でコワーキングスペースを運用する事業者に対

して、そこが開催するイベントに対して補助金を交付していくような内容になっておりま

す。イベントの内容としては、県外ＩＴ企業・ＩＴ人材と、県内ＩＴ企業、その他の事業、

または個人の事業者の方、学生なども含めて交流するイベントです。名称は様々です。セ

ミナーや交流会、ワークセッションなどですが、イベントの中でワーケーションでいらっ

しゃっている県外ＩＴ企業の方の知見、例えばｅコマースに関する知識等を生かして講演

や講師をしていただいた上で、単に講演を聴くだけではなくて、その後の交流イベントや、

場合によっては地域課題をテーマにしたワーキンググループをつくっての交流等を行って、

そういったものに対する支援を行う事業となっております。 

 令和４年度は当該ワーケーションを活用した取組として、県内４つのコワーキング事業
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者を支援させていただきました。地域としては、名護市、那覇市、豊見城市、それから離

島で石垣市の地域の４事業者で、トータルで延べ241人の方々の参加がございました。こう

いったことで県内企業、また人材の高度化、活性化につながったものと考えております。 

 次に資料４の成果指標の最後の４ページを御覧ください。表の中の３番目と４番目が対

応する成果指標となっております。 

 まず３番目のワークセッション等に参加した人数につきましては、令和４年度の実績は

241人になっております。ＫＰＩの目標設定としては200人でしたが、この事業は３年間の

事業ですが、毎年度200人を目標として設定しておりまして、令和４年度については目標を

達成している状況でございます。 

 次に、４番目、本事業をきっかけに県外企業、が本県に立地した件数については、令和

４年度の目標値は０、これは事業をしてすぐに立地までには至らないだろうということで、

事業後も交流関係が続いていく中で、これをきっかけにして立地に至ることを期待する意

味で、２年目は立地件数２件、さらに令和６年度も２件、累計で４件の立地につながれば

ということでのＫＰＩ設定となっております。令和４年度については、実績としましても

まだ直接立地に至ったケースはございませんので、０件となっております。 

 資料３の９ページの一番下に記載のある内容ですが、令和５年度の取組ということで、

今年度の課題というか、交流イベントを通した事業ですけれども、この事業後も交流を継

続するのが大事だということが課題感としてございます。そうしたことでこちらに書いて

あるように、令和５年度からは事業の公募の際には、事業後の自走化に向けた計画をどう

やっていくかも明記した上で応募してもらって、それを審査して採択していく形をとりた

いと考えております。 

 また、令和４年度は参加者に対するアンケートが事業者ごとにばらばらだったこともあ

りますので、改善につなげていくようにアンケートのほうもきちんとして、開催の形態や

参加者の対象など、できる限りもっと多くの参加者が得られるような形に改善していくこ

とも取組として考えております。 

 ワーケーション事業については以上となります。 

【大城会長】 

 説明ありがとうございました。ただいまの説明のとおり、令和４年度地方創生推進交付

金事業の効果については「非常に効果があった」が２事業、「相当程度効果があった」が２

事業、「効果があった」が１事業となっております。 
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 ただいまの評価について委員の皆さんの御意見を賜りたいと思います。いかがでしょう

か。 

【親川委員】 

 質問よろしいですか。商工会連合会の親川です。１つだけ、一番最初資料２で言います

と、プロフェッショナル人材戦略の事業ですけれども、実施結果のところ、おおむねこれ

は目標をクリアしているということなんですけれども、課題のところに訪問企業が那覇

市・浦添市に集中しているということがあるものですから、我々商工会の組織で言います

と、那覇・浦添というと商工会議所地区で那覇、浦添、宮古、沖縄市、これは会議所で独

立していて、それ以外の34の市町村を我々商工会が取りまとめているものですから、公社

さんに委託されているということで、通常よく連携はしているつもりなのですけれども、

もしかするとそういう連携が足りなかったのかなというところもありまして、もしこちら

に書いてあるようなもの以外で何か要因があれば教えていただければと思います。 

【事務局 兼島班長(産業政策課）】 

 ありがとうございます。現状として、企業さんの相談が那覇市・浦添市は多いというと

ころはあるのですけれども、実際、例えば豊見城、南風原、南城市とか市町村も数件はあ

るのですけれども、やっぱり少ないというところが課題になっています。 

 今後、例えば地域の金融機関さんは各支店を全市町村に持っていますので、そういった

ところと連携して働きかけをするとか、やはり商工会さんとしっかり連携して進めていく

とか、特に離島のほうはなかなか公社の出先もないものですから、その辺りしっかり関係

機関と連携を今年度は図っていこうというところで、増やしていきたいと思います。あり

がとうございます。 

【親川委員】 

 分かりました。我々も商工会、特に離島地域など、あとはよろず支援の拠点も我々のほ

うで受託していますので、そういった形で連携させていただければと思います。 

【大城会長】 

 どうもありがとうございました。 

 ほかに何か御意見等ございますか。鈴木さん、どうぞ。 

【鈴木委員】 

 各事業共通して教えていただきたいことがあります。地方創生ということなので、でき

るだけ広く周知、この事業の内容を周知するということが重要かと思いますけれども、そ
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の周知方法を各事業はどうされていたのかということです。 

 それから、事業の中でセミナー開催というのが各事業にあるようなのですけれども、こ

のセミナーについては対面か、あるいはウェブ対応していたのかということで、このやり

方によっては母数が非常に変わってくると思いますので、その点をお教えいただければと

思います。 

【事務局 兼島班長(産業政策課）】 

 では、プロフェッショナル人材戦略拠点運営事業の周知の手法について御説明します。

基本的には公社さんのほうでのセミナーであったり、金融機関とか商工会さんへセミナー

の共同開催を提案させていただいたりというところをさせていただいています。 

 あとはホームページ等でのＰＲ、あと冊子等の配布というところはやっていますけれど

も、やはり今後、まだいろいろな業界の方々に幅広く使ってもらえているわけではありま

せんので、そういった県内の経済団体、各観光業とか製造業とか、そういった業界を取り

まとめる団体のほうとも少し連携して周知を強化していくところを今予定しています。以

上です。 

【事務局 平良室長(ＳＤＧｓ推進室）】 

 ＳＤＧｓ推進室のＳＤＧｓ未来都市モデル事業は、事業というよりも取組全般として周

知をしております。これについては先ほど言ったプラットフォームをつくりますと言いま

したが、このプラットフォーム会員は今1,300会員ぐらいおります。こちらには頻繁にメー

ルマガジン、もしくはＬＩＮＥでの連絡等も含めて周知をしているということでございま

す。 

 一般の県民の皆様、もしくは各種企業の皆様に対しては、実はホームページというとこ

ろもございますけれども、県の広報番組、例えば「うまんちゅひろば」とか広報誌も活用

させていただいておりますし、あとは県内メディアの皆様とは講話会とかもやりながら、

メディア、新聞・テレビ・ラジオを通じた情報発信も、官民の連携の一環で協働しながら

各種情報を発信していく、そういった取組を進めさせていただいております。加えて民間

のイベント等とも連携して展開していくということで周知を図っているところでございま

す。以上でございます。 

【事務局 大城班長(労働政策課）】 

 働きやすい環境づくり推進事業についての周知広報につきましては、まず県のホームペ

ージのほうに募集を掲載しておりますが、ファックス、ダイレクトメールといったもので
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セミナーの案内、専門家派遣の案内を商工会さんの御協力、商工会会報への織り込みとか

ファクス、ダイレクトメール、そしてコールセンター等に委託をして、県内企業へのダイ

レクトでの電話案内も行っております。 

 それから対面かオンラインかというようなことで言いますと、どちらも対応していると

いうことでございます。以上です。 

【事務局 神谷班長(地域・離島課）】 

 離島・過疎コミュニティビジネス支援事業の周知等についてでございますけれども、こ

ちらは県HPや各市町村、離島・過疎市町村を介して周知、募集を行っております。 

 昨年度につきましては、離島・過疎市町村に対しまして公文書でもって募集と、あと北

部地区につきましては、ヤンバル地域ですけれども、別の業務等もございましたので、折

を見てそういった御説明も差し上げているところでございます。 

 今年度につきましては、周知を強化しようということもございましたので、オンライン

のほうで説明会を開きまして、今回、直接市町村の担当者に周知を図ったところでござい

ます。以上でございます。 

【事務局 下地班長(ＩＴイノベーション推進課）】 

 ５番目のデジタルリテラシー強化・ワーケーションのところの産業人材デジタルリテラ

シー強化事業についてですが、まず周知方法、この事業は沖縄ＩＴイノベーション戦略セ

ンターＩＳＣＯさんのほうに委託しておりまして、ＩＳＣＯさんのメールのネットワーク

とか会員登録されている方、そういったところにまず周知をするというのが１つ。それか

ら、各産業団体、主立った経済団体さんのほうには声かけさせていただいて、会員企業さ

んといったところに周知をお願いしているところです。 

 あと、事務局の職員が新聞社を訪れまして、よくあるビラを掲げて新聞紙上でこういう

講座を開催しますよといったようなところ、そういう一般向けの周知もやっているところ

です。 

 それからセミナーについては、実施形態としては昨年度対面を主にやっておりました。

一部リモートといったところも取り入れていましたけれど、対面形式で主にやっておりま

した。 

 実際アンケート等でもありましたが、やはり時間とか曜日とか、そういったものがちょ

っと合わない、限られてしまうといったところがございましたので、今年度は少しｅラー

ニング形式ということで、事前に録画した講座内容を自分の好きなタイミング、好きな時
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間で見られるような形での工夫も取り入れております。そういった感じになります。【仲

村班長(ＩＴイノベーション推進課）】 

 ワーケーション事業の周知方法は、県のホームページ、そのほかＩＳＣＯさんなど関係

団体のホームページへの掲載のお願いなどで事業自体の周知を行っています。そのほかに

担当職員がコワーキングスペースを直接回ったり電話しての営業活動、あと東京事務所に

依頼して県外ＩＴ企業への働きかけなどを行っています。また、補助事業ですので、補助

で採択された事業者さんのほうからそれぞれのネットワーク、ネット以外にも地元の市町

村とか地元経済団体の働きかけなどもやって活用を促している状況です。 

 また、ワーケーションについては県文化観光スポーツ部やビューローとも関りがあり、

協議会なども立ち上がっていますので、そちらの周知・活用・連携も図っていければと考

えております。以上になります。 

【大城会長】 

 鈴木さん、よろしいでしょうか。 

【鈴木委員】 

 先ほど最後の最後のデジタルリテラシーのところで、今年度からｅラーニングを採用す

るということですけれども、これはすごくいいことだと思いますので、その手法をほかの

事業にも採用していただければというふうに思います。 

【大城会長】 

 では慶田さん、どうぞ。 

【慶田委員】 

 何点かありまして、ちょっと全体的に感じたことから。先ほど鈴木先生がおっしゃって

いたように我々も制度を扱っている以上、我々も非常に周知をどうするかというのを日々

ＰＤＣＡを回しているところですけれども、今各ラインからあったこともありますけれど

も、一つ一つの事業を縦に見るのではなくて、例えば(1)(2)(3)で横串的にシナジーがある

と思うんです。そこで紹介したけれども、実際はこういうのもありますよみたいな横の展

開というのもやると、限られたリソースでやる上では非常に効率的かなと。 

 というのも、私は業務統括部という組織全体を横串でオペレーションをしているもので

すから、ついついそういう発想になりますけれども、それもやや縦割りになると自分の事

業にしか目が行かないのですけれども、自分の事業に合わないけれどもほかの部署のほか

の部局の事業だったらマッチするんじゃないかとかですね。 
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 例えば４と５も非常にシナジーがあると思うんです。デジタルリテラシーが高まれば離

島とか過疎地域でも仕事ができる。実際我々の取引先もそういう先がありますので、かな

と思っています。 

 あと確認ですけれども、ＫＰＩの中にゼロというところがあるのですが、例えば私の印

象で行くと(5)の一番下の「県外企業が本県に立地した件数」は、その事業を使っていない

からゼロなのか。何かありそうな感じがするのですけど、事業を使っていないとカウント

できないということでいいんですよね。 

【仲村班長(ＩＴリノベーション推進課）】 

 はい。 

【慶田委員】 

 なるほど。分かりました。  

 そういうところもあるので、実は私どもも産業振興公社さんとか県のいろいろな部署か

らこういう事業があるのでということで、社内のツールを使って周知するのもあります。

昨日も観光政策課からありました。我々はマーケットの末端のお客さんに一番近い部分に

いるので、各担当者が企業に張りついています。これは銀行さんもそうだと思いますけれ

ども、そういうところを通じて、多分お客さんは今かなりいろいろな課題を持っているの

で、お客さんに我々が提案するという御協力もゼロではないと思うので、ぜひこういった

ところはお声かけください。私ども企画調整課にも沖縄公庫から出向で行っていますので、

その方を通じてでもいいですし、直接業務統括部にも御連絡いただければ、ぜひそういう

ところは御協力させてください。 

 そういった意味で、この４月に業務統括部に事業者推進室を新設していまして、先ほど

のプロフェッショナル拠点のところで担当の方より先取りした情報でかぶせてしまうかも

しれませんけれども、親川さんからもあったとおり、令和４年度、去る２月には宮古・八

重山でプロフェッショナル拠点と共催して、私ども宮古支店、八重山支店でやっています。

今年度に入りまして早速７月14日に私ども中部支店、21日には北部支店でそれぞれアナウ

ンスは、私どもの取引先でもあるのですけど、地域の商工会さんにお願いして、そうする

とかなり動員が上がりました。この４支店で合計で大体50人から60人ぐらい、セミナーの

参加者のトータルが上がっていますので、そういった意味ではやっぱり商工会さんとか

我々ができるところがあればぜひ、そのプロフェッショナル人材拠点のような形で事業を

浸透させていってやると。 
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 私は沖縄は非常に足元人手不足という状況を肌で感じていますけれども、以前の人手不

足とはちょっと状況が違っているかなと受け止めています。以前は量的に足りないという、

今も量的に足りないのですけれども、今若干質的にも非常にどうやって生産性、さっきも

労働生産性という話がありましたが、そういった形でどうやって人手を、生産性を上げて

となっていくと、やっぱりさっき言ったようなＩＴのリテラシーとか、そこはインフラに

なっていきますので、そういった意味で非常に事業間のシナジーというのを出す意味でも

重要かなと思っているので、非常に雇用の状況が今随分変わっているなと。 

 これは私どもの分析では、コロナ禍前の就業人口が常に上回っているんです。かなり上

回っていて、頭自体が必ず、沖縄の場合生産年齢人口がかなり以前から減っていっていま

すので、そういった状況も含めて雇用の状況というのは非常に、また働き方の多様化もし

ておりますので、そういった意味での今も副業人材の中にもフリーランスであったりプロ

ボノであったり多様な働き方が出てきていますので、そういった方々を受け入れる魅力と

いうのは非常に沖縄は高いのではないかなと言われていますので、ぜひそういった形でこ

のプロフェッショナル人材拠点は、全国の中で沖縄が一番最後に多分立ち上がったと認識

していますけれども、実はこれマネージャーが地元行の方々が来ていまして、そういった

意味で非常にマーケットマインドが高いので、お客さんとのマッチングというのは非常に

僕はいいかなとお手伝いさせていただきながら感じていますので、そこら辺はぜひ推進し

ていただきたいと思っています。 

 あとＥＶシェアのところで、ＫＰＩの変更というところの御提言があったかなと思って

いるのですけれども、私の認識も含めて確認ですが、資料３の３ページですかね。もとも

とは令和３年度の事業から立ち上げて、令和３年度の事業は事業費、いわゆる交付金と事

業のＫＰＩがマッチングしていたのですけれども、令和４年度に交付金の事業が変わった

ので県費を入れて今やっていますと。なのでＫＰＩを交付金、県費と紐づけて改めたいと

いうふうな御提案と認識してよろしいでしょうか。 

【事務局 平良室長(ＳＤＧｓ推進室）】 

 その認識で結構です。 

【慶田委員】 

 分かりました。であればやっぱり補助金、交付金とマッチングするＫＰＩにする必然性

というのはあるかなと思いますので、一個人的には御提言の趣旨はよろしいかなというふ

うに認識しました。私からは以上です。 
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【大城会長】 

 事務のほうから何か御返答ありますか。 

【事務局 平良室長(ＳＤＧｓ推進室）】 

 全く御指摘のとおりです。 

【大城会長】 

 今のは御意見ですよね。 

【慶田委員】 

 意見です。 

【大城会長】 

 ほかに何か御質問等ございますか。 

 なければ私のほうからちょっと確認したいのですけれども、まず１つは、これ表記の問

題だと思うんですけど、(３)働きやすい環境づくり推進事業の一番下、県内企業における

付加価値労働生産性、円と書いてありますけど、これは時間当たりとつけておかないと、

最初僕はこれ単位を間違えているのかなと思って、時間当たり労働生産性と「/時間」をつ

けたほうがいいかなと思いました。 

 それから(４)の離島・過疎コミュニティビジネス支援事業のほうで、コミュニティビジ

ネスを構築した件数とか先導的モデルの事例や支援ノウハウのところ、目標値ゼロとなっ

ていますが、例えばシンポジウムの入場者数というのもＫＰＩに入っているのですが、シ

ンポジウムをやったのかやらなかったのか。やったけれども目標値はゼロだという、その

辺がちょっと分かりにくいので教えてほしいのですが、どうですか。 

【事務局 神谷班長(地域・離島課）】 

 御指摘にあった件ですが、まずシンポジウムの入場者数ですが、このコミュニティビジ

ネス事業自体が令和４年から６年の３年間の事業でございまして、このシンポジウムは次

年度、令和６年に予定をしておりますので、このＫＰＩとしましては令和６年の指標とし

て考えていただければと思います。 

 それからコミュニティビジネスを構築した件数ということで、この支援につきましては

１団体当たり２年間の支援を予定していまして、前年度、令和４年度から支援している団

体につきましては令和５年度までの２年間というところですので、まだ半ば、途中という

ことで今回はゼロとさせていただいております。 

【大城会長】 
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 分かりました。 

 それで少し検討してほしいのですけれども、目標値は、令和４年度の目標値だけ書いて

ありますよね。それを例えば４、５、６だったら、最終年度の令和６年度はどこまでとい

うふうに書いたほうがいいのではないかと思うんです。そうすると例えば今年度は始まっ

たばかりだから件数はないだろうと。その場合は目標値はゼロではなくてハイフンぐらい

にして、最終的にはどこまで持っていくと。 

 特に強く感じたのが、いい例として県のワーク・ライフ・バランスのところで県内企業

における男性の育児休暇取得率、令和４年度の目標値が21.5ですね。最終的には何％まで

を目標値としているのかというのを書いてもらうと、今年度の21.5％の評価がまた変わっ

てくるというふうに思いますので、この辺の目標値を、３年計画であれば当初の計画がこ

うなんだけど最終的にはここまで持っていきたいというところまで書いてくれると評価が

しやすいのかなと。 

 こう書くと、例えば件数なんかでも始まったばかりだからゼロとするのではなくてハイ

フンで、これは目標値がゼロというと何かあまりいい感じがしないですよね。そうではな

くて、始めたばかりだからハイフンで、だけど次年度は何件、最終年度は何件というふう

になりますよというふうに書くと分かりやすいのかなと思いました。その辺少し検討して

くれないのかなと思います。 

 ほかに何か御意見ございますか。どうぞ。 

【事務局 神谷班長(地域・離島課）】 

 先ほどのコミュニティビジネスのＫＰＩに関してですが、お手元の資料４の３ページ目

を御覧いただきたいと思うのですが、これで１年目、２年目、３年目、それぞれの各ＫＰ

Ｉは御確認はいただけるものだと考えております。確かに大城先生のおっしゃるように資

料２ではそちらのほうが見えづらいので、資料２に関しての見せ方につきましては工夫さ

せていただきたいと思います。以上でございます。 

【鈴木委員】 

 効果を図る上でなのですが、１番のプロフェッショナルの２番目の人材マッチング成約

件数のＫＰＩの目標値の件数が２ということで、何か随分少ないのではないかと思いまし

て、今後はここだけではないかと思うのですが、目標値の立て方が、予算とのバランスも

ありますので、もう少し目標を高く持っていただいて、実績と比較するというのがよろし

いのではないかなというふうに思いました。 
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【大城会長】 

 ほかに意見はありますか。 

 なければ本日欠席の委員のほうから質問が出ておりますので、その辺の質問の内容を説

明お願いします。 

【事務局 宮城副参事（企画調整課）】 

 鯨本委員から資料２の№４、離島・過疎コミュニティビジネス支援事業についてまず質

問がございます。令和４年度は３地区が支援対象となったとありますが、具体的にどのよ

うな団体が主体となり、どのようなテーマのコミュニティビジネスを構築されているのか

が分からなければ効果検証が行いにくいため、補足資料をつけていただきたいということ。 

 もう一つ、資料４の３ページ、同じく４の離島・過疎コミュニティビジネス支援事業に

ついてですが、まず成果指標にコミュニティビジネスによって生まれた雇用数とあります

が、ここで言う雇用数とは新たに人材を雇用できるようになった仕事の数と、新たに雇用

された人数（雇用者数）のどちらなのでしょうかということです。ＫＰＩを判断する上で

は定義が曖昧なため、もし後者であるなら一般的な表現として雇用者数と表記するのがよ

いと思います。 

 もう一点、コミュニティビジネスを構築した件数というＫＰＩがありますが、コミュニ

ティビジネスそのものは定義が広く、１つの団体が産業振興・交通・介護福祉など複数種

類の事業を行っているケースがあります。このＫＰＩが指すのはコミュニティビジネスを

構築した団体数なのか、コミュニティビジネスの事業件数なのか、どのような定義で指標

化されているのか教えてくださいということであります。 

【事務局 神谷班長(地域・離島課）】 

 今御指摘のありました件につきましては、まず３団体の概要につきまして資料を作成し

てございますので、企画調整課を通してお渡しということでよろしいでしょうか。 

【大城会長】 

 はい。 

【事務局 神谷班長(地域・離島課）】 

 そういうことにさせていただきたいと思います。 

 あとはＫＰＩの指標につきましてですが、このコミュニティビジネスによって生まれた

雇用数につきましては、今お話がありましたように後者のほうになりますので、「雇用数」

ではなくて「雇用者数」に訂正させていただきたいと思います。 
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 それからコミュニティビジネスを構築した件数とありますけれども、こちらは「事業数」

ではなくて「団体数」ということになりますので、そちらも訂正させていただきたいと思

います。よろしくお願いいたします。 

【大城会長】 

 どうもありがとうございました。 

 時間も迫っていますので今の議題をそろそろ終えたいと思うのですが、各課から出た評

価について御意見を承ったのですが、そのとおりでよろしいでしょうか。それとも変更の

必要があるでしょうか。いかがですか。 

（異議なし） 

 では各課のデータ、表記のとおりの評価でいいということで了承したいと思います。 

 どうもありがとうございました。 

 それからもう一つ、沖縄県ＳＤＧｓ未来都市モデルについてＫＰＩを変更したいという

ことについても、そのとおり変更手続を進めてよろしいでしょうか。 

（異議なし） 

 では了承されましたので、進めてください。 

 続きまして、次第３の報告に移ります。これは沖縄ＩＴイノベーション戦略センター専

務理事の山田さんにお願いしております。といいますのは、新たな地方創生推進事業では

デジタルを活用するということになっているのですが、ソフト、ハードのどういうツール

が利用可能なのかは確認しておく必要があるだろうということで、山田さんにお願いをし

ましたら快く引き受けていただきました。 

 それでは山田委員、よろしくお願いいたします。 

３ 報 告 

(1)デジタルの力を活用した地方創生について 

          山田一誠委員(沖縄ITイノベーション戦略センター 専務理事)  

 私は今台北におります。台北が目的ではなくて、実はシンガポールとマレーシアが目的

になっておりました。マレーシアは８月16日から台北経由で飛行機が飛んでいます。11月

はシンガポールに那覇から直行便が飛ぶようになっております。アジアではスタートアッ

プの先進地は深圳だと言われていますけれども、どうもシンガポールのスタートアップが

すごく活発に動かれているということで、県庁のアジア課の方々の御協力を得ながらシン

ガポールのスタートアップの視察に行ってきました。昨日は台北事務所の方々と一緒に意



 28

見交換しながら、沖縄と台湾をどう結ぶのかみたいな議論をしてきております。 

 資料に移ります。ＩＳＣＯが考える沖縄のＤＸ戦略というところで、今は我々左下

Society4.0の世界に生きております。Society1.0が狩猟、2.0が農耕、３が工業、４が情報

社会というところで、５につきましては未来社会というふうに言われてまして、経済発展

と、今回コロナの中で我々は気づきましたけれども、社会課題の解決をどう両立するかみ

たいなところを実現できるのがSociety5.0と言われております。 

 今我々ができるところにつきましては画面の黒のところで、デジタル、ＤＸの普及啓発

だったりイノベーション創出の環境整備だったりみたいなところが我々ができるところで、

ただ、現状、沖縄の大半の企業さんはまだSociety4.0の世界でデジタイゼーションがまだ

まだおぼつかないというふうな状況にあります。 

 Society4.0の課題としては、知識や情報の共有・連携が不十分だというふうによく言わ

れております。 

 次のページに行きます。我々が地方創生に、特にデジタルを活用した地方創生に必要な

ことを私の中でいうと３つ考えております。 

 １つは、先ほどから県庁の方々から発表がありましたけれども、連携あるいは共創みた

いなところがもっと必要なのではないかというふうに考えております。 

 ２つ目、地力をつけるというところで、これは売上げアップ、あるいはコストダウン、

あるいはワーク・ライフ・バランスではないですけれども残業の削減、ここが２つ目とい

うふうに考えております。 

 ３つ目、これは以前から沖縄県の場合よく言われていますけれども、ちゃんと地域で回

す、商流を考えることが我々にとっては必要なのではないかなというふうに考えておりま

す。 

 まず、次のページの連携と共創について、県内外のあらゆる団体が当事者になりながら、

我々も皆さんと一緒に協業、共創していきたいというふうに考えております。主にリゾテ

ックエキスポを中心としてなのですけれども、県内のいろいろな団体や自治体につきまし

ては、我々41自治体中20の市町村とＭＯＵを結ばせていただいております。 

 左のほうに行きまして、教育機関。琉球大学さんとは先々月スタートアップラボ琉大と

いうものをスタートさせていただきました。リゾテックエキスポが中心ですけれども、沖

縄国際大学、名桜大学、沖縄大学、キリスト教学院大学等々との連携もようやくスタート

地点に立ったところです。県内マスコミとの連携もスタートしております。 
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 右上のほうに行きまして、経済団体との連携も始まっております。経済同友会であった

り、これはリゾテックエキスポの講演が中止になっていますけれども、商工会議所連合会

であったり商工会連合会さんだったりと意見交換が始まっております。来月、九州経済連

合会のほうに私のほうが伺って、沖縄の経済あるいはリゾテックエキスポについてお話を

させていただきたいと思っております。 

 右のほうのリゾテックエキスポにつきましては、これだけの団体が昨年度は後援をつけ

ていただいております。 

 また、下の真ん中のほうに行きますと、スタートアップ支援団体との連携も始まってお

ります。ミライオキナワさん、那覇にあるＯ２さん、名護のＣｏｃｏｎｏｂａさん、沖縄

市のスタートアップラボラグーンさん。 

 右のほうに行きまして、ＭＯＵの締結団体は海外が中心ですけれども、台湾ではＴＣＡ、

ＣＩＳＡ、ＴＳＴなど８つの団体とＭＯＵを結んでおります。６月30日に韓国の２団体と

ＭＯＵを結びました。こちらにつきましては、スタートアップを相互に招待し合うという

関係がつくられております。ベトナムとは２団体、香港・バルト３国各１団体というとこ

ろで、様々な団体と我々は一緒になって沖縄のＤＸ化をサポートしていきたいと考えてお

ります。 

 代表的なところ、新聞記事あるいはＳＮＳで取り上げていただいたものを添付させてい

ただいております。 

 左上がＯＣＶＢさんです。 

 左下のほうが工連さんで私が勉強会を開かせていただいて、こちらは県の事業で我々が

補助金を預かっている事業が幾つかありますので、この中から３つの企業さんが我々の預

かっている補助金を使わせていただいてＤＸ化を進めていただいております。 

 右上のところは先ほどお話しした韓国の団体との包括連携協定、基本協定の締結のとこ

ろです。 

 右下は台湾のＩｎｎｏＶＥＸという大きなＩＴの国際見本市がありますけれども、この

中で真ん中にリゾテックの表示がありますけれども、アワードを差し上げながら沖縄のほ

うに誘致していくような動きを取らせていただいております。 

 また、スタートアップにつきましてもスタートアップエコシステムコンソーシアムの事

務局もさせていただいております。これは昨年の12月に発足したばかりで、これからグラ

ンドデザインを考えながら県内のいろんな企業さんとデジタル化、あるいはスタートアッ
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プをどう回していくのかを議論していきたいというふうに考えております。 

 ２つ目、地力つける、ちゃんと利益を出すというところの事例を２つほど書かせていた

だきました。左側のほうが西表島にある西表交通さんです。もともとはイリオモテヤマネ

コのロードキル削減のためにドライブレコーダーと位置情報をレンタカーに装着をされた

みたいです。速度超過がそれまで500件あったところが、これをつけるだけで一気に20件に

減少し、さらに環境を守りつつ観光地の地域を向上するために、こちら玉盛商会というス

ーパーマーケットを運営されているので、こちらから自動発注システムをつくりながら、

導入されながら欠品過剰在庫の削減を進められ、売上げが125％と。この売上げはＰＯＳレ

ジがオープンになっていますので、全員の売上げの見える化を達成し、レジ締めの時間、

１日６回で90分かけられていたものが、ＰＯＳレジテストで数秒で計算ができるような形

になりました。 

 路線バスも運営されていますので、こちらもキャッシュレス決済を導入、チケットを電

子化、あるいは事前決済みたいなことが行われ、さらには島内環境を考慮しながらＥＶバ

スの導入を検討されていると聞いております。 

 右のところは中小企業の支援になっております。中小といいますか、町の酒屋さんです。

こちらは国際通りから少し入ったところのリカーショップ新城さんです。１台のパソコン

導入から顧客情報の共有、注文情報のデータベース化、ＣＲＭ(顧客情報管理)、ＳＦＡ(営

業情報管理)を考えながら、ウェブでの注文の受付と電話での注文の受付を両方とも運営さ

れ、さらに宅配注文アプリ、これはＬＩＮＥを使われていますけれども、ＬＩＮＥを使わ

れながら売上げアップと業務の効率化を図られております。 

 我々、県から貴重な交付金を預かっていますので、デジタル化の支援、ＤＸ化の支援を

するときに３つの観点を職員のほうに明確にさせております。 

 １つは先ほどからお話ししているとおり、売上げアップなのか、コストダウンなのか、

そして残業が減るのかどうか、この３つの視点を考えながら支援をさせていただいており

ます。 

 また、我々はツールを導入させていただくだけではなくて、１年間はこの支援企業と伴

走しながらデジタル化、ＤＸ化をサポートしていきたいというふうに考えているところで

す。 

 最後、地域で回すというのは、我々の職員のほうにも地域内経済循環であったり、ある

いは会員内経済循環を考えた取引あるいは発注をしろという話をさせていただいていると
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ころです。 

 仮に沖縄県庁から1,000万円預かったとして、県内企業さんに800万円、県外企業さんに

200万円、80％、20％という割合で３回取引が繰り返されると、1,000万円の預かったお金

が2,952万円に売上げだけ見ると変わります。 

 逆に我々1,000万預かったお金を県内企業に200万円、県外企業に800万円ということで、

逆に２割、８割の同じような比率で３回取引が繰り返されると、1,000万円預かったお金が

1,248万円にしか変わりません。 

 ですので、我々としては、地域でしっかり回すというふうな動きを我々の取引だけでも

進めていきたいというふうに考えているところです。 

 最後、リゾテックエキスポが今年も11月９日、10日に沖縄アリーナで開催をされます。

ぜひ皆さんの参加をお願いいたします。私のほうからは以上になります。 

【大城会長】 

 山田さん、どうもありがとうございました。 

 ただいまの説明について、何か御意見、質問等ございますでしょうか。慶田さん、何か

ありますか。 

【慶田委員】 

 特にありません。 

【大城会長】 

 では私のほうから質問、教えていただきたいのですけれども、市町村とのＭＯＵの締結

が県内20市町村ということだったのですが、これは希望として、目標としては県内の各市

町村と締結したいというふうにお考えなのでしょうか。 

【山田委員】 

 御質問ありがとうございます。今我々も人が十分に足りている状況ではございませんで

して、今締結いただいている市町村とまずはしっかり事業を回していく、あるいはＭＯＵ

の関係を強くしていくことに優先順位を置いております。優先順位２つ目でいうと、御希

望があって実際にＭＯＵを結んだ後何をするかみたいなところを議論しながら、お互いに

メリットがあるというふうに感じたら結ばせていただこうと思っています。まずは今結ん

でいただいているところとしっかりやるというところに優先順位を置いているところです。 

【大城会長】 

 どうもありがとうございました。 
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 ほかに何かございますか。よろしいですか。 

 山田さん、遠いところからどうもありがとうございました。 

【山田委員】  

 ありがとうございました。 

【大城会長】 

 それでは、最後の報告です。令和５年度企業版ふるさと納税実施状況について、事務局

から説明をお願いいたします。 

(2)企業版ふるさと納税の活用状況について 

【事務局 諌山主幹(企画調整課)】  

 企画調整課、諌山と申します。座って説明させていただきます。 

 本日会議が大変時間が押しておりまして、資料の説明は割愛させていただこうと思って

おります。大変恐縮ですがよろしくお願いします。 

 １点だけ、３ページ目のほうを御覧いただきたいのですけれども、令和５年度の企業版

ふるさと納税の状況だけ御説明したいと思います。 

 令和５年７月末時点で３件ですけれども、寄附の額が2,030万円、これまでよりは大分増

えている状況です。また、これから納税したいという御相談も今複数受けておりまして、

件数も今後伸びていくかなという状況です。また必要に応じて次回以降で御説明できる部

分があればと思います。以上です。 

【大城会長】 

 どうもありがとうございました。 

 何か質問等ございますか。よろしいですか。 

 それでは、本日はどうもありがとうございました。委員の皆様から提出いただいた意見

等を踏まえて、事務局においては今後の取組に生かしていただけるようお願いいたします。

今日はどうも長い間、御苦労さまでした。 

 ではマイクは事務局にお返ししまして、今後の日程等についてもし何かありましたら、

説明をお願いします。 

【事務局 大城主任(企画調整課)】 

 大城会長、ありがとうございました。委員の皆様、本日は長時間にわたり御審議いただ

きましてありがとうございました。 

 次回の会議開催は９月の下旬頃を予定しておりますが、また近日中に日程調整の連絡を



 33

させていただきますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 これをもちまして、令和５年度第１回沖縄県地方創生推進会議を終了いたします。あり

がとうございました。 

４ 閉  会 

 


